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研究成果の概要（和文）：本調査は、小学生の子どもを持つ親の社会関係資本の実態を明らかにするのが目的で、都内
の社会経済状況の異なる二つの区から対象校2校を選定し、保護者・教員に対するインタビュー調査を実施した。保護
者は教員や他の保護者やコミュニティと、どのような関係性を構築し、その関係性からどのような情報や信頼関係や規
範を得ているのか。親はそれらのネットワークや資源を、子どもの教育にどのような場面でどのように活用しているの
か。また親の所有する社会関係資本とその活用のあり方は、親の社会経済的状況により異なるのかを明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to examine the nature of social capital of parents of
 elementary school children in Japan. The study conducted interviews with parents and teachers in two scho
ols, one from higher socio-economic status (SES) municipal and the other from lower SES municipal in Tokyo
. The study demonstrated the kind of ties that parents build with teachers, other parents in the school, a
nd the community, through child rearing and school participation, and the nature of information, trust, an
d norms that are embedded in these ties. The study also illuminated how and when parents use these ties an
d resources for the benefit of their children's education. Finally, the study showed to what extent the po
ssession and activation of parents' social capital differ by parents' SES.
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１．研究開始当初の背景 
 
近年、少子化、共働き家庭・ひとり親の増加、
地域の人間関係の希薄化等など、子どもを育
て、教育する環境の劣化が懸念されている。
このような状況で、子育てに関心が薄い親や
孤立しがちな親が増えたり、基本的な生活習
慣や生活能力を家庭で身につけない子ども
が増えたり、家族の絆が弱体化していること
が社会問題となっている。 
このような現在の政策・施策を提言する背景
には、社会学で用いられる「社会関係資本」
という概念がある。社会関係資本とは、「社
会的関係（人と人のつながり、もしくは人と
組織のつながり）に内在する情報、信頼、規
範」と定義される。具体的には、親が他者と
のつながり（他の親、コミュニティ、学校の
先生との関係など）を持つことにより、その
つながりから、子どもの教育に関する有益な
情報を得たり、子育ての悩みを相談ができる
ような信頼関係を築いたり、社会で子どもを
育てるという規範が生みだされるという概
念である。 
 
 
２．研究の目的 
 
本研究では、社会学的見地から、小学生の子
どもを持つ親の社会的関係（つながり）に焦
点をあてた質的調査(非参与観察とインタビ
ュー)を行うことにより、日本固有の社会的背
景を踏まえて、「社会関係資本」という概念
を捉え直し、再定義し、計測尺度を構築する
ことを目的とする。例えば、日本は米国に比
べて（１）受験の年少化により、競争が早期
に始まること、（２）親の学校外教育費の支
出が高いこと、（３）少子化により、一層の
親の教育投資が考えられること、(４)先生の
社会的地位が一般的に高いこと、（５）小学
校の先生の役割が、教科指導にとどまらず、
家庭訪問や生徒の生活習慣の指導など非常
に多岐にわたることなどは、親が子どもの教
育にとって必要な情報や信頼関係や規範に
影響を及ぼすと考えられる。日本と欧米の社
会関係資本の定義の相違に迫る際には、上述
のように、親の教育戦略・教育投資、および
先生と学校の相互作用に関する視角が必要
と思われる。 
 
 
３．研究の方法 
 
都内の社会経済状況の異なる二つの区（Ａ
区・Ｂ区）を抽出し、それぞれの区から対象
校を 1 校選定し、保護者・教員に対するイン
タビュー調査を実施した。 
Ａ区は就学援助率が東京都で 5 番目に低く
（15.4％）、私立中学進学率は 3 番目に高い
（38.7％）。一方、Ｂ区は就学援助率が東京
都で最も高く、（47.2％）、私立中学進学率

が 2 番目に低い（11.5％）。 
また地域と学校を結ぶコーディネータや、子
育て支援を行っている区の行政担当官や地
域の小児科などにもインタビュー調査を実
施した。 
 
４．研究成果 
 
先行研究の整理から以下の点が確認された。 
 
（１）社会関係資本の分析レベル 
社会関係資本の分析レベルに関しては大き
く二つの潮流がある（丸山 , 2009; 平塚 , 
2006; Portes, 1998）。社会関係資本を個人的
資源としてとらえ、社会関係が「個人」にも
たらす利益に焦点をあてたミクロな研究と、
社会関係資本を「社会」的資源としてとらえ、
社会関係が集団・社会全体にもたらす利益に
焦点をあてたマクロな研究である。後者の視
点は、社会関係資本の原因と結果の両方を社
会関係資本と定義しているため、トートロジ
ーに陥っているという批判もある（Portes, 
1998; Woolcock, 1998; Lin, 2002）。 
 
（２）社会関係資本と社会階層 
Coleman (1988) は、経済的資本や文化的資
本に恵まれない家庭でも、社会関係資本があ
れば、不利な条件を克服する手がかりになり
得ると主張した。一方、Bourdieu (1986) は、
社会関係資本を、経済的資本や文化的資本を
殖やすものと位置付け、不平等を再生産する
ものと捉えた。さらに Lin (2002) は、社会
関係資本による不平等再生産には、「資本の
欠如(capital deficit)」と「利益の欠如 (return 
deficit)」と二つの過程があることを強調した。
つまり、下位階層の人は社会関係資本の量や
質で不利にある場合と、同じ量の社会関係資
本でも、その見返りが低い場合、あるいは両
者の場合があると説明した。 
 
（３）社会関係資本と教育 
社会関係資本の実証研究では、関係の密度を
社会関係資本の代替指標とすることが多く、
関係に伴う規範や情報を軽視する傾向があ
る。関係に伴う内容、つまり実際の資源に注
目しない限り、資本を測定しているとは言い
難い。また、社会関係資本と教育の関係を見
る上では、その資源が学校教育と適合するか
どうかをみる必要がある。 
 
（４）社会関係資本の世代を超えた閉鎖性
(“intergenerational closure”) 
Coleman (1988) は、親と、子どもの友人の
親の間の関係は、一定の量の社会関係資本を
生み、その結果、子どもの行動を指導したり
監視したりする効果的なサンクションをも
たらすと捉えた。このロジックでは、誰が社
会関係資本を所有するのかということが言
及されていない。また、親に有効な社会関係
資本は子どもにも有効であることが前提と



されている。 
 
 
Ａ区のインタビュー調査の分析から、以下の
点が確認された。 
保護者は、教員や他の保護者やコミュニティ
と、どのような関係性を構築し、その関係性
からどのような情報や信頼関係や規範を得
ているのか。親はそれらのネットワークや資
源を、子どもの教育にどのような場面でどの
ように活用しているのか。 
 
【ネットワーク】 
親のネットワークは多くの場合、自然発生的
ではなく、見返りを期待して構築されている。
例えば、子どもが障害をもっているために、
学校での様子を把握しておきたい、あるいは
将来地域の人にも理解してほしいから、PTA
役員や地域支援本部コーディネーターを引
き受けたなど、ネットワークから自分が利益
を受けられるという前提で、積極的にネット
ワークを構築している親の姿がみられた。 
 
【情報】 
親は他の保護者から、子どもの教育に関して
多くの情報を得ていた。それは学校の授業や
先生の様子に限らず、塾や習い事の情報、ま
た更に広く子育てに関するアドバイス（例え
ば子どもの反抗期やネットの利用にどのよ
うに対処するかなど）なども入手していた。 
学校や教員からは、クラスの様子や学校とい
う社会集団生活の中での自分の子どもの様
子に関する情報が中心であった。教育や学習
に関する具体的な情報（例えば学校の教育方
針や、授業の具体的な進捗や課題、家庭学習
のあり方など）に関しては、情報を得ている
とは認識されていなかった。むしろ勉強の課
題や有効な学習方略に関しては、塾の先生か
ら得る、あるいは低学年の親は他の保護者か
ら得ている場合が多かった。 
 
【信頼関係】 
親は、それぞれの関係性から、信頼関係を得
ていた。例えば、地域とのつながりを持つこ
とにより、自分の子どもを自然に監視してく
れる状況をつくりだしていた。子どもが遅刻、
自転車で暴走、買い食いなどをしていれば、
自分にそれを教えてくれる、つまり子どもが
悪いことをできないように地域の人が見守
ってくれるような信頼関係を構築していた。
また、他の保護者とも普段からつながりを持
ち、顔見知りであることにより、子ども同士
がけんかをした場合なども、大ごとにいたら
ないための土台の信頼関係、あるいは、自分
が災害や仕事などで帰宅できない場合など、
いざという時に子どもの面倒を頼めるよう
な信頼関係をつくっていた。 
学校のＰＴＡ役員やボランティアなどを引
き受ける行為を通して、「（学校に）あつかま
しく入れる」、「（先生と）廊下でたわいもな

い会話をできる」ような信頼関係を普段から
つくり、トラブルがあった時に分かりあえる
な人間関係を意識的に準備していることが
確認された。 
 
【規範】 
地域から「地域で子どもを守ろう」という規
範、他の保護者から「教育熱心な親が多い」
という規範、そして学校から「礼儀・しつけ
は家庭で」という規範を感じ、それらが自身
が考える親として期待される役割に影響を
与えている様子がうかがえた。 
 
親は周囲と意識的にネットワークを構築し、
学校・他の保護者・地域それぞれのつながり
から異なる資源（情報・信頼関係・規範）を
得て、子どもの教育・子育てに使い分けて活
用している状況が確認された。 
 
今後Ｂ区のインタビュー調査を分析し、親の
所有する社会関係資本とその活用のあり方
は、親の社会経済的状況により異なるのかを
明らかにしたいと考える。 
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